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１．概況 

○  宮城県における平成26年の基準地価の状況（図表1）をみると、商業地の変動率

は前年比＋2.0％、住宅地も同＋1.2％となり前年に引続き上昇した。 

  宮城県の上昇・横ばい・下落地点数の推移（図表2）をみると、沿岸15市町の

商業地は前年に比べ上昇地点が増加(平成25年47地点→平成26年59地点)し、下落

地点が減少(同6地点→同2地点)している。同様に住宅地においても前年に比べ上

昇地点が増加(同105地点→同109地点)しており、下落地点が減少(同7地点→同4

地点)している。 

今回の調査結果をみると、沿岸部において浸水を免れた高台や被害が比較的軽

微であった住宅地などは、被災者の移転需要などから地価の上昇傾向が続いてい

る。一方、内陸部では、従来からの人口減少や地場産業の低迷などを背景に下落

傾向が継続しているが、総じて下落幅は縮小している。 

（注）変動率とは、前年と継続する調査地点の地価の前年比増減率の単純平均値。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2 　宮城県の上昇・横ばい・下落地点数の推移

（％、地点）

　 商　　業　　地 住　　宅　　地

平成24年 平成25年 平成26年 平成25年 平成26年平成24年

沿岸15市町

上　昇 15 47 59 65 105 109

横ばい 14 14 11 21 9 26

下　落 26 6 2 15 7 4

合　計 55 67 72 101 121 139

その他市町村

上　昇 0 0 2 10 14 15

横ばい 0 3 7 3 6 19

下　落 15 23 17 107 96 83

合　計 15 26 26 120 116 117

全　　　県

上　昇 15 47 61 75 119 124

横ばい 14 17 18 24 15 45

下　落 41 29 19 122 103 87

合　計 70 93 98 221 237 256

図表1　宮城県の基準地価（変動率）の推移

（％、（　）内は昭和58年=100とした地価指数）

商　　業　　地 住　　宅　　地

宮  城  県 宮  城  県仙台市 仙台市を
町村部 仙台市

仙台市を
町村部

除く市部 除く市部

平成22年 ▲5.9 (57.1) ▲6.1 ▲5.5 ▲6.0 ▲3.7 (84.4) ▲2.2 ▲4.4 ▲3.8

    23年 ▲5.9 (53.8) ▲5.3 ▲7.0 ▲5.9 ▲3.8 (81.2) ▲2.2 ▲4.5 ▲4.2

    24年 ▲1.2 (53.1) ▲0.6 ▲1.4 ▲3.6 ▲0.6 (80.7) 0.8 ▲0.9 ▲1.2

    25年 0.6 (53.4) 2.1 ▲0.6 ▲1.5 0.7 (81.3) 2.7 0.0 0.4

    26年 2.0 (54.5) 4.0 0.5 ▲0.3 1.2 (82.2) 4.2 0.5 0.3

ピーク（注）比 ▲67.3 　▲75.1　▲73.0　▲59.7 ▲39.1 　▲49.9　▲44.9　▲37.3

注．宮城県の地価指数（昭和58年=100）のピーク（平成3年）は商業地が166.4、住宅地が135.1。

資料：宮城県「平成26年度宮城県地価調査について」（以下の図表も同じ。）
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２．沿岸15市町の地価動向 

（１）商業地の動向 

○  沿岸15市町の商業地の変

動率の状況(図表3)をみる

と、平成26年の変動率は、

前年と比較可能な13市町の

うち、南三陸町、女川町、

東松島市が横ばい、松島町

が下落したが、その他の9

市町では上昇した。なお、

上昇した9市町のうち、6市

町では上昇幅が拡大してい

る。 
 

○   個別調査地点の動向

（図表4）をみると、上昇

地点は仙台市で45地点、

石巻市で4地点、名取市で3地点など、合計59地点となっている。    

このうち最も上昇率が高かった地点は、「仙台市宮城野区榴岡1-2-1」（前年

比＋12.2％、全国3位）であり、同地点はＪＲ仙台駅東口に位置し、周辺では土

地区画整理事業が進みマンション建設などが活発化していることが地価の上昇要

因になっているものと考えられる。また、同地点の近隣に位置する「仙台市宮城

野区榴岡4-4-3」（同＋11.1％、全国8位）や「仙台市宮城野区榴岡3-4-31」（同

＋10.0％）でも、同様に高い上昇率となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表4  沿岸15市町の商業地（個別調査地点）の動向

調査地点数
継 続 変 更

上 昇 横ばい 下　落

気 仙 沼 市 3 3 2  (1) 0  (0) 1  (1) 0

南 三 陸 町 1 1 0  (-) 1  (-) 0  (-) 0

女 川 町 1 1 0  (-) 1  (1) 0  (-) 0

石 巻 市 5 5 4  (4) 1  (1) 0  (0) 0

東 松 島 市 2 2 0  (1) 2  (0) 0  (0) 0

松 島 町 1 1 0  (0) 0  (0) 1  (0) 0

利 府 町 2 2 1  (1) 1  (1) 0  (0) 0

塩 釜 市 3 3 1  (2) 2  (1) 0  (0) 0

多 賀 城 市 1 1 1  (0) 0  (1) 0  (0) 0

仙 台 市 47 46 45 (37) 1  (4) 0  (5) 1

名 取 市 3 3 3  (0) 0  (2) 0  (0) 0

岩 沼 市 2 2 1  (0) 1  (2) 0  (0) 0

亘 理 町 2 2 1  (1) 1  (1) 0  (0) 0

合 計 73 72 59 (47) 11 (14) 2　(6) 1

注1．（　）内は前年の地点数

注2．七ヶ浜町および山元町は調査地点がないため非掲載。

図表3 沿岸15市町商業地の変動率

（％）

平成24年 平成25年 平成26年

気 仙 沼 市 0.3 1.4 1.8

南 三 陸 町 0.0－ －

女 川 町 0.0 0.0－

石 巻 市 6.5 5.9 4.0

東 松 島 市 8.4 0.5 0.0

松 島 町 ▲4.2 ▲2.1 ▲2.1

利 府 町 0.0 0.2 3.1

塩 釜 市 ▲1.7 1.7 1.6

多 賀 城 市 0.0 0.0 2.7

仙 台 市 ▲0.6 2.1 4.0

名 取 市 ▲1.1 0.0 2.6

岩 沼 市 ▲3.4 0.0 1.0

亘 理 町 0.0 1.8 1.2

注1．七ヶ浜町、山元町は調査地点がないため非掲載。

注2．南三陸町は調査休止、あるいは継続する調査地点がないため、

   　「―」表示としている。
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（２）住宅地の動向 

○  沿岸15市町の住宅地の変動

率の状況（図表5）をみると、

平成26年の変動率は、松島町

を除く14市町で上昇している。

ただし、仙台市、名取市、塩

釜市、東松島市を除く10市町

では上昇幅が縮小している。 

 

○  個別調査地点の動向（図表

6）をみると、上昇地点は、

仙台市で53地点、石巻市で16

地点など、合計109地点とな

っている。 

最も上昇率が高かった地

点は、「石巻市鹿又字用水

向118番17」（前年比＋16.7％、全国1位）であり、要因としては三陸自動車道の

インターに近く、近隣地区に商業施設の集積が見込まれることなどが挙げられる。

また、「宮城郡利府町神谷沢字金沢12番24」（同＋12.0％、全国5位）、「仙台

市泉区寺岡1丁目18番26」（同＋10.3％）など仙台市郊外の住宅地において高い

上昇率となっている。 
 

図表6  沿岸15市町の住宅地（個別調査地点）の動向

調査地点数
継 続 変 更

上 昇 横ばい 下　落

気 仙 沼 市 12 12 4  (3) 7  (4) 1  (1) 0

南 三 陸 町 6 6 2  (5) 4  (0) 0  (0) 0

女 川 町 2 2 2  (2) 0  (0) 0  (0) 0

石 巻 市 25 25 16 (18) 9  (3) 0  (0) 0

東 松 島 市 6 6 3  (2) 1  (1) 2  (1) 0

松 島 町 3 3 1  (0) 1  (0) 1  (3) 0

七 ヶ 浜 町 2 2 2  (2) 0  (0) 0  (0) 0

利 府 町 3 3 3  (3) 0  (0) 0  (0) 0

塩 釜 市 4 4 4  (4) 0  (0) 0  (0) 0

多 賀 城 市 5 4 4  (4) 0  (0) 0  (0) 1

仙 台 市 56 55 53 (49) 2  (0) 0  (2) 1

名 取 市 6 6 5  (3) 1  (1) 0  (0) 0

岩 沼 市 4 4 3  (3) 1  (0) 0  (0) 0

亘 理 町 4 4 4  (4) 0  (0) 0  (0) 0

山 元 町 3 3 3  (3) 0  (0) 0  (0) 0

合 計 141 139 109(105)  26  (9) 4  (7) 2

注．（　）内は前年の地点数

図表5 沿岸15市町住宅地の変動率

（％）

平成24年 平成25年 平成26年

気 仙 沼 市 0.0   0.6   0.5

南 三 陸 町 －   1.7   0.4

女 川 町 －   7.1   2.4

石 巻 市 5.0   4.4   3.8

東 松 島 市 9.1   0.1   1.3

松 島 町 ▲1.3 ▲1.2   0.0

七 ヶ 浜 町 10.3   9.1   3.6

利 府 町 6.1   9.1   7.9

塩 釜 市 1.1   2.4   3.0

多 賀 城 市 1.1   1.6   1.4

仙 台 市 0.8   2.7   4.2

名 取 市 0.0   1.8   3.7

岩 沼 市 0.7   3.3   2.1

亘 理 町 2.1   5.0   3.4

山 元 町 0.0   5.2   2.2
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３．その他市町村の地価動向 

（１）商業地の動向 

○ その他市町村における商業地

の変動率の状況（図表7）をみ

ると、平成26年の変動率は調査

対象の14市町のうち、被災者の

移転需要が続いている登米市の

みが上昇しており、5町が横ば

い、8市町が下落している。下

落率の水準をみると、白石市や

丸森町など県南市町が比較的高

くなっており、要因としては従

来からの人口減少や原発事故の

影響などが考えられる。 
 

○  個別調査地点の動向（図表8）

をみると、前年と比較可能な26

地点のうち、2地点が上昇、7地

点が横ばいとなっているが、残

りの17地点で下落している。 

近隣の沿岸市町からの移転

需要を背景に「登米市迫町佐

沼字萩洗2丁目3番8外」（前年比＋3.8％）など登米市の 2地点が上昇したが、

「白石市字中町20番1」（同▲5.9％）など県南地域では、中心市街地の空洞化や

地場産業の低迷などにより、地価の下落が継続している。 

図表8 その他市町村の商業地（個別調査地点）の動向

調査地点数
継 続 変 更

上 昇 横ばい 下　落

登 米 市 4 4 2  (0) 1  (2) 1  (2) 0

栗 原 市 5 5 0  (0) 0  (0) 5  (5) 0

大 崎 市 4 4 0  (0) 1  (0) 3  (4) 0

涌 谷 町 1 1 0  (0) 1  (0) 0  (1) 0

加 美 町 1 1 0  (0) 0  (0) 1  (1) 0

大 和 町 1 1 0  (0) 1  (1) 0  (0) 0

富 谷 町 1 1 0  (0) 1  (0) 0  (0) 0

村 田 町 1 1 0  (0) 0  (0) 1  (1) 0

柴 田 町 1 1 0  (0) 1  (0) 0  (1) 0

蔵 王 町 1 1 0  (0) 0  (0) 1  (1) 0

大 河 原 町 1 1 0  (0) 1  (0) 0  (1) 0

角 田 市 2 2 0  (0) 0  (0) 2  (2) 0

白 石 市 2 2 0  (0) 0  (0) 2  (2) 0

丸 森 町 1 1 0  (0) 0  (0) 1  (1) 0

合 計 26 26 2  (0) 7  (3)  17 (23) 0

注1．（　）内は前年の地点数

注2．美里町、色麻町、大衡村、大郷町、川崎町、七ヶ宿町は調査地点がないため非掲載。

図表7 その他市町村商業地の変動率

（％）

平成24年 平成25年 平成26年

登 米 市 ▲4.0 ▲0.4   1.3

栗 原 市 ▲6.8 ▲3.1 ▲2.1

大 崎 市 ▲5.0 ▲6.0 ▲1.8

加　美　町 ▲2.1－ －

涌 谷 町 ▲4.7 ▲2.2   0.0

大 和 町   0.0－ －

富 谷 町   0.0－ －

柴 田 町   0.0－ －

村 田 町 ▲5.0 ▲3.2 ▲1.6

蔵 王 町 ▲5.5 ▲4.9 ▲4.1

大 河 原 町 ▲2.6 ▲2.1   0.0

角 田 市 ▲2.5 ▲2.5 ▲1.2

白 石 市 ▲6.1 ▲6.1 ▲4.4

丸 森 町 ▲6.6 ▲5.9 ▲4.0

注1．美里町、色麻町、大衡村、大郷町、川崎町、七ヶ宿町は調査

　　 地点がないため非掲載。

注2．加美町、大和町、富谷町、柴田町は平成25年より調査対象と

     なったことから、平成24年、平成25年の変動率は「―」表示

　　 としている。
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（２）住宅地の動向 

○ その他市町村における住宅地

の変動率の状況（図表9）をみる

と、平成26年の変動率は調査対象

の20市町村のうち、登米市、大和

町、富谷町など5市町が上昇し、2

町が横ばい、その他の13市町村で

下落している。 

  下落率の水準をみると、商業

地と同様に県南の市町で相対的に

高くなっている。 

 

○ 個別調査地点の動向（図表

10）をみると、上昇地点は登米市

で7地点、富谷町、柴田町で各3地

点、大和町、大河原町で各1地点

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表9 その他市町村住宅地の変動率

（％）

平成24年 平成25年 平成26年

登 米 市 ▲1.5   0.3   1.0

栗 原 市 ▲3.8 ▲2.5 ▲2.3

大 崎 市 ▲3.3 ▲3.0 ▲2.2

涌 谷 町 ▲4.6 ▲2.4   0.0

美 里 町 ▲1.7 ▲1.2 ▲1.2

加 美 町 ▲3.6 ▲3.3 ▲1.6

色 麻 町 ▲2.4 ▲2.2 ▲2.3

大 衡 村 ▲1.9 ▲1.7 ▲1.5

大 郷 町 ▲2.7 ▲1.4   0.0

大 和 町   2.2   1.7   0.7

富 谷 町   0.3   0.8   2.3

川 崎 町 ▲4.6 ▲3.4 ▲2.2

村 田 町 ▲3.6 ▲2.4 ▲1.5

柴 田 町 ▲3.0   0.7   1.0

蔵 王 町 ▲2.8 ▲2.3 ▲3.3

大 河 原 町 ▲2.5 ▲1.1   0.5

角 田 市 ▲3.3 ▲1.0 ▲1.1

白 石 市 ▲4.3 ▲4.0 ▲3.0

七 ヶ 宿 町 ▲2.9 ▲2.6 ▲2.1

丸 森 町 ▲6.3 ▲5.5 ▲2.7

図表10  その他市町村の住宅地（個別調査地点）の動向

調査地点数
継 続 変 更

上 昇 横ばい 下　落

登 米 市 20 20 7  (5) 1  (1) 14 (15) 0

栗 原 市 23 23 0  (0) 0  (0) 23 (23) 0

大 崎 市 19 19 0  (0) 4  (1) 18 (19) 0

涌 谷 町 3 3 0  (0) 3  (0) 3  (3) 0

美 里 町 5 5 0  (0) 1  (0) 4  (5) 0

加 美 町 7 7 0  (0) 1  (0) 7  (7) 0

色 麻 町 3 3 0  (0) 0  (0) 3  (3) 0

大 衡 村 3 3 0  (0) 0  (0) 3  (2) 0

大 郷 町 1 1 0  (0) 1  (0) 1  (1) 0

大 和 町 4 4 1  (4) 3  (0) 0  (0) 0

富 谷 町 4 4 3  (2) 1  (1) 1  (1) 0

川 崎 町 2 2 0  (0) 0  (0) 2  (2) 0

村 田 町 3 3 0  (0) 0  (0) 3  (3) 0

柴 田 町 3 3 3  (3) 0  (0) 0  (3) 0

蔵 王 町 2 2 0  (0) 0  (0) 2  (2) 0

大 河 原 町 3 3 1  (0) 2  (1) 2  (3) 0

角 田 市 4 4 0  (0) 2  (2) 2  (4) 0

白 石 市 4 4 0  (0) 0  (0) 4  (4) 0

七 ヶ 宿 町 2 2 0  (0) 0  (0) 2  (2) 0

丸 森 町 2 2 0  (0) 0  (0) 2  (2) 0

合 計 117 117 15 (14) 19　(6) 83 (96) 0

注．（　）内は前年の地点数
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「登米市中田町石森字加賀野2丁目5番8外」（前年比＋10.6％）などが近隣の沿

岸市町からの移転需要などから上昇しているが、一方で「大崎市古川二ノ構8-64」

（同▲6.5％）などは人口減少などにより下落傾向が続いている。 

  

おわりに 

○  今回の調査結果の特徴としては、①仙台市中心部において、震災後のオフィス需

要や被災者の移転需要、再開発の活発化、平成27年の地下鉄東西線の開業などによ

り地価の上昇地点がさらに増加したこと、②仙台市以外の沿岸市町では、高台・内

陸部などへの移転需要などを背景に、総じて地価は上昇傾向にあるが、特に住宅地

では市町村毎の上昇幅にバラツキがみられること、③内陸部の市町村でも、総じて

地価の下落幅が縮小しているが、県南内陸部の市町では人口減少や地場産業の低迷、

原発事故の影響などから下落基調が継続していること、などが挙げられる。 
 

○ 県内では、津波被害のあった沿岸地域を中心に土地需要が供給を上回る状態が続

いており、これが地価上昇の主因となっている。当面はこの需要超過の状態が続き、

それに伴い地価の上昇基調が続くことが予想されるが、防災集団移転促進事業の進

展などにより宅地の供給が進むにつれ、土地の需給バランスは緩和され、地価の上

昇も一服するものと思われる。また、一部の沿岸市町では、地価の上昇幅が縮小す

る動きがみられ始めており、沿岸15市町の間でも徐々に地域毎のバラツキが生じる

ことが予想される。 
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（参考）全国の地価動向 

○ 全国の基準地価の状況（図表11）をみると､商業地の変動率は▲1.1％と7年連続の下落、

住宅地も▲1.2％と23年連続の下落となったが、商業地、住宅地とも5年連続で下落幅は

縮小している。地価の全国的な下落は続いているが、上昇・横ばいとなった地点は、商

業地で1,970地点（平成25年：1,556地点）、住宅地で5,206地点（平成25年：3,839地点）

と前年に比べ大幅に増加している。なお､地価がピークを記録した平成3年に比べると､商

業地は68.4％、住宅地は45.4％それぞれ下落している｡ 
 

○ 地域別の状況をみると、三大都市圏では、商業地（前年比＋1.7％）は前年に引続き

上昇し、住宅地（同＋0.5％）は6年ぶりに上昇した。これは企業業績の回復や新築のオ

フィスビルおよび耐震性・利便性の高い都心部のマンションへの移転需要などに動きが

みられたことなどによるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表11　全国の基準地価（変動率）の推移

（％、（　）内は昭和58年＝100とした地価指数）

商　　　業　　　地 住　　　宅　　　地

全　　　国 三大都市圏 地　方　圏 全　　　国 三大都市圏 地　方　圏

平成元年 7.5 (148.7) 11.9 (269.3) 6.0 (118.6) 6.8 (133.6) 13.7 (206.2) 4.6 (113.7)

　　 2年 13.4 (168.7) 12.1 (133.0) 13.2 (151.2) 10.1 (125.2)16.6 (314.0) 22.3 (252.2)

　　 3年 ▲1.7 (308.7) ▲4.2 (241.6) 5.2 (131.7)3.4 (174.4) 5.4 (140.2) 2.7 (155.3)

　　 4年 ▲4.9 (165.8) ▲15.0 (262.4) ▲1.0 (138.8) ▲3.8 (149.4) ▲14.9 (205.6) 0.3 (132.1)

　　 5年 ▲7.7 (153.1) ▲19.5 (211.2) ▲3.0 (134.6) ▲3.6 (144.0) ▲11.6 (181.7) ▲0.7 (131.1)

　　 6年 ▲6.7 (142.8) ▲16.8 (175.7) ▲2.8 (130.8) ▲1.2 (142.3) ▲4.5 (173.6) ▲0.1 (131.0)

　　 7年 ▲6.9 (133.0) ▲16.0 (147.6) ▲3.3 (126.5) ▲0.9 (141.0) ▲3.2 (168.0) ▲0.1 (130.9)

　　 8年 ▲6.9 (123.8) ▲14.6 (126.1) ▲3.9 (121.6) ▲1.3 (139.2) ▲4.4 (160.6) ▲0.4 (130.4)

　　 9年 ▲5.1 (117.5) ▲9.4 (114.2) ▲3.4 (117.5) ▲0.7 (138.2) ▲2.2 (157.1) ▲0.2 (130.1)

　　10年 ▲5.2 (111.4) ▲7.9 (105.2) ▲4.2 (112.5) ▲1.4 (136.3) ▲3.4 (151.7) ▲0.8 (129.1)

　　11年 ▲6.6 (104.0) ▲10.6 (94.0) ▲5.2 (106.7) ▲2.7 (132.6) ▲6.4 (142.0) ▲1.5 (127.1)

　　12年 ▲6.3 (97.5) ▲9.2 (85.4) ▲5.2 (101.1) ▲2.9 (128.7) ▲6.0 (133.5) ▲1.8 (124.8)

　　13年 ▲6.6 (91.0) ▲8.2 (78.4) ▲5.9 (95.2) ▲3.3 (124.5) ▲5.9 (125.6) ▲2.5 (121.7)

　　14年 ▲7.2 (84.5) ▲8.2 (72.0) ▲6.8 (88.7) ▲4.3 (119.1) ▲6.8 (117.1) ▲3.4 (117.6)

　　15年 ▲7.4 (78.2) ▲7.3 (66.7) ▲7.4 (82.1) ▲4.8 (113.4) ▲6.6 (109.4) ▲4.3 (112.5)

　　16年 ▲6.5 (73.1) ▲5.0 (63.4) ▲7.1 (76.3) ▲4.6 (108.2) ▲5.0 (103.9) ▲4.4 (107.6)

　　17年 ▲5.0 (69.5) ▲2.1 (62.0) ▲6.1 (71.6) ▲3.8 (104.1) ▲2.8 (101.0) ▲4.1 (103.2)

　　18年 ▲2.1 (68.0) 3.6 (64.3) ▲4.3 (68.6) ▲2.3 (101.7) 0.4 (101.4) ▲3.1 (100.0)

　　19年 1.0 (68.7) 10.4 (71.0) ▲2.6 (66.8) ▲0.7 (101.0) 4.0 (105.5) ▲2.3 (97.7)

　　20年 ▲0.8 (68.1) 3.3 (73.3) ▲2.5 (65.1) ▲1.2 (99.8) 1.4 (106.9) ▲2.1 (95.6)

　　21年 ▲5.9 (64.1) ▲8.2 (67.3) ▲4.9 (62.0) ▲4.0 (95.8) ▲5.6 (100.9) ▲3.4 (92.4)

　　22年 ▲4.6 (61.2) ▲4.2 (64.5) ▲4.8 (59.0) ▲3.4 (92.5) ▲2.9 (98.0) ▲3.6 (89.1)

　　23年 ▲4.0 (58.7) ▲2.2 (63.1) ▲4.8 (56.1) ▲3.2 (89.6) ▲1.7 (96.4) ▲3.7 (85.8)

　　24年 ▲3.1 (56.9) ▲0.8 (62.6) ▲4.1 (53.8) ▲2.5 (87.3) ▲0.9 (95.5) ▲3.2 (83.0)

　　25年 ▲2.1 (55.7) 0.6 (62.9) ▲3.1 (52.2) ▲1.8 (85.8) ▲0.1 (95.4) ▲2.5 (81.0)

　　26年 ▲1.1 (55.1) 1.7 (64.0) ▲2.2 (51.0) ▲1.2 (84.7) 0.5 (95.9) ▲1.8 (79.5)

ピーク比 ▲68.4 ▲79.3 ▲63.6 ▲45.4 ▲60.3 ▲39.6

注1)ピーク比は地価指数のピーク（網掛部分）に対する平成26年地価指数の下落率。以下の表も同じ。

注2)三大都市圏は、東京圏、大阪圏、名古屋圏。それぞれ首都圏整備法、近畿圏整備法、中部圏開発整備法

　　による既成市街地および近郊整備地帯を含む市区町村の区域であり、概ね以下の区域に該当する。

　　・東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県 ・大阪圏：大阪府、京都府、兵庫県 ・名古屋圏：愛知県、三重県

　　地方圏はこれらの圏域以外の区域。 資料：国土交通省（以下の図表も同じ。）
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一方、地方圏は商業地（前年比▲2.2％）、

住宅地（同▲1.8％）とも下落となったが、

下落幅は縮小している。 

地方圏の上昇地点をみると、商業地では平

成27年春の北陸新幹線開業を控える金沢駅近

隣の「石川県金沢市広岡1丁目112番外」（同

＋15.8％、全国1位）などが大きく上昇してい

る。一方、住宅地では原発事故の影響による

移転需要から｢福島県いわき市平下荒川字久世

原37番32外｣（同＋15.0％、全国1位）などが

大きく上昇している。 

なお、地域別の半年毎の地価動向をみると、

商業地・住宅地とも後半にかけて、三大都市

圏では上昇幅が縮小しているが、地方圏では

下落幅が縮小している。 

 

 

 

 

 

 
（注）地価公示（1月1日時点）と都道府県地価調査      

（7月1日時点）との共通調査地点の地価の半     
年前比増減率の単純平均値。これにより半年    
ごとの地価動向の把握が可能となる。 

 

○ 都道府県別の状況（図表12）をみると、商

業地では東京都、大阪府、宮城県など10都府

県が上昇し、住宅地では東京都、宮城県、福

島県など6都県が上昇した。商業地、住宅地

とも多くの都道府県では下落が継続している

ものの、下落幅は縮小している。 

また、被災3県の状況をみると、地価の上

昇率は宮城県では商業地が3位(前年5位)、

住宅地が2位（同2位）、福島県では商業地

が11位（同15位）、住宅地が3位（同7位）、

岩手県では、商業地が36位（同37位）、住

宅地は18位（同21位）となっている。3県と

も前年より順位が上昇しており、被災者の

住宅や事業所の移転需要などが地価の押し

上げ要因となっているものと考えられる。 

－8(終)－ 

 

（参考）半年毎の地価変動率

商業地 住宅地

前半 後半 前半 後半

三大都市圏 1.3 1.1 0.6 0.5

地 方 圏 ▲0.5 ▲0.2 ▲0.2 0.0

※前半:平成25年7月1日～平成26年1月1日

  後半:平成26年1月1日～平成26年7月1日

図表12　平成26年基準地価の都道府県別

　　 　変動率
（％）

順位 商　業　地 住　宅　地

1 東京都 2.7 東京都 1.3

2 大阪府 2.2 宮城県 1.2

3 宮城県 2.0 福島県 1.0

4 愛知県 1.5 愛知県 0.9

5 神奈川県 1.3 神奈川県 0.4

6 沖縄県 0.7 沖縄県 0.3

7 京都府 0.6 埼玉県 0.0

8 滋賀県 0.5 大阪府 0.0

9 千葉県 0.4 千葉県 ▲0.1

10 埼玉県 0.2 滋賀県 ▲0.4

11 福島県 ▲0.2 京都府 ▲0.5

12 富山県 ▲0.3 富山県 ▲0.7

13 奈良県 ▲0.4 奈良県 ▲0.8

14 静岡県 ▲1.0 福岡県 ▲0.8

15 福岡県 ▲1.0 兵庫県 ▲0.9

16 兵庫県 ▲1.3 熊本県 ▲1.1

17 岡山県 ▲1.5 静岡県 ▲1.2

18 広島県 ▲1.5 岩手県 ▲1.3

19 岐阜県 ▲1.7 宮崎県 ▲1.3

20 熊本県 ▲1.8 岡山県 ▲1.6

21 石川県 ▲1.9 山形県 ▲1.7

22 三重県 ▲2.0 石川県 ▲1.7

23 群馬県 ▲2.3 岐阜県 ▲1.7

24 山形県 ▲2.4 大分県 ▲1.7

25 茨城県 ▲2.4 茨城県 ▲1.9

26 長崎県 ▲2.4 新潟県 ▲2.0

27 大分県 ▲2.5 北海道 ▲2.1

28 栃木県 ▲2.7 栃木県 ▲2.1

29 新潟県 ▲2.7 長野県 ▲2.1

30 北海道 ▲2.8 高知県 ▲2.1

31 宮崎県 ▲2.8 群馬県 ▲2.2

32 島根県 ▲2.9 三重県 ▲2.2

33 福井県 ▲3.0 広島県 ▲2.2

34 和歌山県 ▲3.0 島根県 ▲2.3

35 高知県 ▲3.0 長崎県 ▲2.5

36 岩手県 ▲3.1 福井県 ▲2.6

37 長野県 ▲3.1 徳島県 ▲2.6

38 愛媛県 ▲3.3 香川県 ▲2.8

39 佐賀県 ▲3.4 佐賀県 ▲2.8

40 山梨県 ▲3.5 鹿児島県 ▲2.9

41 香川県 ▲3.5 和歌山県 ▲3.0

42 鳥取県 ▲3.8 山口県 ▲3.0

43 山口県 ▲3.8 山梨県 ▲3.1

44 徳島県 ▲3.8 愛媛県 ▲3.1

45 鹿児島県 ▲3.8 鳥取県 ▲3.4

46 青森県 ▲4.4 青森県 ▲3.9

47 秋田県 ▲5.5 秋田県 ▲4.4
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